
1．再生可能集積システムの現状と課題

再生可能集積システムは，再生可能計算を実現する
（により実現される）集積システムである．既に基礎の
確立している他分野と異なり，再生可能集積システムは
目標である．現在，再生可能計算は，持続可能計算と明
確に切り分けられていない．あえて違いを強調すれば，
再生には破壊のイメージが伴う．一方，持続可能性は破
壊を回避する志向がある．本研専では，以下のような課
題について検討されている．

（1） 再生可能エネルギーを用いた計算
極論すれば，計算機とは，太陽光を熱に変換する過程
で，情報を生成する機械である．再生可能エネルギーの
利用は持続可能計算でも主なテーマである．本研専で
は，新たな太陽電池(1)や太陽電池によるシステム(2)など
が発表されている．

（2） 再構成による再生
再構成可能な機能システムについては RECONF 研究

会で活発な研究が進んでいる．このアプローチはチップ
単独で可能な最も有効な再生手法であろう．しかし，故
障が増えるとやがて限界に達し，全体が停止してしま
う．天野らは，交換可能な積層型チップを開発してい
る(3)．このチップでは，層間を無線で通信し，比較的容
易に層を交換できる．また，これを交換しやすく発展さ
せたブロックを提唱している．また，NoC（Network
on Chip）ならばチップ単位の交換も容易になる．

（3） 代謝による再生
再生のポイントは部品の交換にある．そこで，より積

極的に部品を交換するアプローチが代謝である．上原ら
は代謝型アーキテクチャを提案し，交換の自動化を研究
している(4)．

2．再生可能システムへ向けて

集積システムの自己再生への道のりは遠い．一方，
チップだけでなく，その環境を含めたシステム全体に視
野を拡大すると現実的な解が見えてくる．システムを社
会インフラまで拡大すれば，既に再生システムは動いて
いるとも言える．この巨大なインフラを可能な限り小形
化することが現実的な解法となる．本研専では，対象を
集積システムに限定せず広く再生可能計算の可能性を追
求する．
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